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１　機構図 　　　（平成26年５月14日現在） （補）は課長補佐

水域管理係長

客船誘致等担当課長

江成　政義

貝瀬　修一

堀川　賢二

石川　哲夫

管財第二課長

長井　真

有路　益義

誘致推進課長

管財第一課長

総務部長
＜副局長兼務＞

石田　哲也岡田　勇輔

帰山　誠人（補）庶務係長

雨堤　崇

（補）調整担当係長

（補）職員係長

経理第二係長河西　徹
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担当係長

担当課長
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瀬下　英朗

亀井　直樹 村木　直明

志田　将史
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（補）担当係長
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資産活用課長

担当係長
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藤川　明紀

戦略港湾担当課長

担当係長 日野　英樹

（補）戦略港湾担当係長

港湾局長
伊東　慎介

みなと賑わい振興部長
齋藤　聖

港湾管財部長
井関　敏也

港湾経営部長
宇都木　朗

副局長
（総務部長兼務）

杉澤　宏
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大村　光明

（補）担当係長

（補）担当係長
建設保全部長

山根　好行

山下ふ頭再開発調整室長
御厨　久史
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担当課長

大谷　康晴
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川邉　哲也
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担当係長

（補）担当係長

（補）担当係長

池亀　拓

氏家　治

藤本　龍雄

岡　靖之

高橋　一郎

石島　隆吏

小室　敏祐 担当係長

洞澤　実

河野　正樹

担当係長

清水　昌彦

飯島　徹

上田　新平

佐久間　信嘉

西嶋　淳一

建築係長 伊藤　博貴

機械係長

土木第一係長

土木第二係長 岡田　裕行

坂本　順

担当係長

担当係長

企画調整課長

事業推進担当課長

髙橋　淳

担当係長

本城　泰之

新保　康裕

奥野　雅量

維持保全課長

建設第一課長

林　　総

南本牧事業推進課長

電気係長

石井　雅樹

荻原　浩二

担当係長

金子　武志

笹　健二 担当係長　 高村　英一

建設第二課長 （補）担当係長

担当課長

担当理事（企画調整担当）
三上　圭一

企画調整部長
中野　裕也
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２　派遣職員一覧表

 平成26年５月14日現在

　 補　職　名 氏　　　　　名

港湾局担当部長 石　原　　 　　孝

港湾局担当部長 石　川　　裕　純

港湾局担当部長 厨　川　　研　二

港湾局担当課長 菅　谷　　良　一

港湾局担当課長 石　黒　　茂　光

港湾局担当課長 岩　上　　教　行

港湾局担当課長 蝦　名　　隆　元

港湾局担当課長 平　野　　哲　雄

港湾局課長補佐 荒　井　　　　 勉

港湾局担当係長 松　崎　　智　弘

港湾局担当係長 原　田　　博　志

港湾局担当部長 北　田　　　　 治

港湾局担当係長 廣　江　　俊　之

港湾局担当係長 浅　野　　善　広

横浜港埠頭株式会社

一般財団法人国際臨海開発研究センター

一般財団法人みなと総合研究財団

一般社団法人横浜港振興協会
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３  事務分掌 

 

総務部 

総務課 

(1) 局内の人事及び文書に関すること。 

(2) 局に属する庁舎の管理に関すること。 

(3) 業務状況の公表及び事業報告書に関すること。 

(4) 局内の事務事業の連絡調整に関すること。 

(5) 局内の危機管理に関すること。 

(6) 他の室、部及び課の主管に属しないこと。 

 

経理課 

(1) 局内の予算及び決算に関すること。 

(2) 埋立事業の予算の実施計画、資金計画その他の財政計画に関すること。 

(3) 埋立事業の一時借入金に関すること。 

(4) 埋立事業の請負契約並びに物品の供給及び売却に係る契約に関する

こと。 

(5) 埋立事業の収入及び支出の認証に関すること。 

(6) 埋立事業の金銭、有価証券及び物品の出納並びにこれらの保管に関す

ること。 

(7) 埋立事業のたな卸に関すること。 

(8) 埋立事業の決算に係る証書類の保管に関すること。 

(9) 港湾施設使用料及び入港料の徴収に関すること。 

(10) その他局内の経理及び出納に関すること。 

 

港湾経営部 

港湾経営課 

(1) 港湾の管理運営施策及び機能強化施策並びに国際コンテナ戦略港湾

の推進に関すること。 

(2) 港湾経営に係る調査に関すること。 

(3) 港湾施設使用料及び入港料の調査、研究等並びに料率表の作成及び公

表に関すること。 

(4) 港湾関係団体、港湾関係労働団体及び船員福祉団体との連絡調整に関

すること（港湾管財部管財第一課の主管に属するものを除く。）。 

(5) 株式会社横浜港国際流通センターに関すること。 

(6) 横浜港埠頭株式会社に関すること(施設整備に係る連絡調整に関する

ものを除く。)。 

(7) 他の課との港湾経営に関する業務の連絡調整に関すること。 

(8) 港湾施設の管理運営の基本計画に関すること。 

(9) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

誘致推進課 

(1) 港湾及び海運その他港湾産業に関する情報の収集及び分析に関する
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こと。 

(2) 港湾及び海運その他港湾産業に関する情報に基づく船舶及び貨物の

誘致推進に関すること。 

(3) 港湾及び海運その他港湾産業に関する関係機関等との連絡調整に関

すること。 

(4) 港湾の統計並びにその分析及び解析に関すること。 

 

港湾管財部 

管財第一課 

(1) 臨港地区内の構築物の規制及び行為の届出に関すること。 

(2) 港湾台帳に関すること。 

(3) 局所管財産の管理及び処分に関すること(他の室、部及び課の主管に

属するものを除く。)。 

(4) 国有財産の管理受託及び借受けに関すること。 

(5) 港湾施設の管理運営に関すること（第８号及び第 11号から第 13号ま

でに掲げる事務並びに他の室、部及び課の主管に属するものを除く。）。 

(6) 港湾施設の使用許可及び使用制限に関すること（管財第二課及びみな

と賑わい振興部賑わい振興課の主管に属するものを除く。）。 

(7) 港湾施設整備事業等の実施に伴う移転調整に関すること（山下ふ頭再

開発調整室の主管に属するものを除く。）。 

(8) 港湾環境整備施設、港湾厚生施設等の管理運営に関すること。 

(9)  港湾環境整備負担金に関すること。 

(10) 横浜港の色彩に係る指導に関すること。 

(11) 巡視、清掃及び交通安全対策に関すること。 

(12) 港湾施設の点検及び保全に関すること。 

(13) 港湾施設の利用の調整並びに作業の調整及び指導に関すること。 

(14) 港湾施設の保安の確保のために必要な措置に関すること。 

(15) 港湾における IT化の推進に関すること。 

(16) 情報システムの管理及び運用に関すること。 

(17) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

  管財第二課 

(1) 港湾区域内の水域利用の総合調整に関すること。 

(2) 港湾区域内の水域の占用許可及び港湾工事の許可並びに公有水面の

埋立免許に関すること。 

(3) 放置船舶の対策に関すること。 

(4) 局所属船舶の管理に関すること。 

(5) 港内巡視及び海難防止に関すること。 

(6) 海上清掃に関すること。 

(7) 入出港船舶の調整に関すること。 

(8) 入出港届に関すること。 

(9) 岸壁及び物揚場の使用許可に関すること(管財第一課及びみなと賑わ

い振興部賑わい振興課の主管に属するものを除く。)。 

(10) 港湾区域内の水域の保安の確保のために必要な措置に関すること。 
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(11) 岸壁の使用許可に係る船舶の着岸の立会いに関すること(他の課の主

管に属するものを除く。)。 

(12) 港長、水先人、引き船等関係機関との連絡調整に関すること。 

 

みなと賑わい振興部 

賑わい振興課 

(1) 市民と港を結ぶ事業に関すること。 

(2) 横浜港の振興に係る国際交流に関すること。 

(3) 公益財団法人帆船日本丸記念財団に関すること。 

(4) 客船の寄港促進に関すること。 

(5) 大さん橋ふ頭及び新港ふ頭の管理運営に関すること。 

(6) 港湾局が所管する市民利用施設の管理運営に関すること。 

(7) 横浜ベイサイドマリーナ株式会社に関すること。 

(8) その他横浜港の振興及び宣伝に関すること。 

(9) 部内他の課の主管に属さないこと。 

 

資産活用課 

(1) 埋立事業会計に属する土地等の管理及び処分に関すること(他の課の

主管に属するものを除く。)。 

(2) 横浜市埋立事業用地処分等事業者選定等委員会に関すること。 

 

企画調整部 

企画調整課 

(1) 港湾の基本構想、長期計画、整備計画及び防災計画の立案及び進行管

理に関すること。 

(2) 局の重要施策の企画及び総合調整に関すること。 

(3) 港湾の再開発事業(以下この条において「再開発事業」という。)及び

港湾施設整備事業の計画及び推進に係る連絡調整に関すること（山下ふ

頭再開発調整室の主管に属するものを除く。）。 

(4) 臨港地区及び分区の設定に関すること。 

(5) 横浜市港湾審議会に関すること。 

(6) 港湾区域内の公有水面の埋立免許の取得に関すること(南本牧事業推

進課の主管に属するものを除く。)。 

(7) 横浜港埠頭株式会社が行う施設整備に係る連絡調整に関すること。 

(8) 港湾の整備計画及び再開発事業の基本計画に基づく調整及び補償に

関すること(他の室及び部の主管に属するものを除く。)。 

(9) 港湾建設工事及び再開発事業に係る工事に関する技術基準等の作成

並びに指導及び研修に関すること。 

(10) 港湾建設工事及び再開発事業に係る工事の設計単価、歩掛り等の作成

及び調整に関すること。 

(11) 港湾建設工事及び再開発事業に係る工事検査及び安全管理等に関す

ること。 

(12) 局所管の国庫補助事業に係る会計実地検査の連絡調整に関すること。 

(13) 部内他の課の主管に属しないこと。 
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南本牧事業推進課 

(1) 南本牧ふ頭建設事業の総合調整及び推進に関すること。 

(2) 南本牧ふ頭建設事業に関する公有水面の埋立免許の取得に関するこ

と。 

(3) 埋立区域等における土砂等の受入れに関すること。 

(4) 南本牧ふ頭最終処分場の整備・調整に関すること（資源循環局の主管

に属するものを除く。）。 

 

 山下ふ頭再開発調整室 

  山下ふ頭再開発調整課 

(1) 山下ふ頭の再開発に関すること。 

(2) 新山下地区の土地利用に関すること。 

 

 建設保全部 

建設第一課 

(1) 港湾建設工事等に係る設計及び施行並びにこれらの調整に関するこ

と(他の部及び課の主管に属するものを除く。)。 

(2) 港湾建設工事等に係る現場調査及び指導に関すること（建設第二課の

主管に属するものを除く。）。 

  (3) 港湾建設工事等に係る用地の管理に関すること（他の部及び課の主管

に属するものを除く。）。 

(4) 港湾建設工事等に係る工作物及び施設の維持補修に係る設計及び施

行に関すること（建設第二課及び維持保全課の主管に属するものを除

く。）。 

(5) 港湾建設工事等に係る建設工事用機材の管理に関すること（建設第二

課の主管に属するものを除く。）。 

(6) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

建設第二課 

(1) 南本牧ふ頭建設事業に係る設計及び施行並びにこれらの調整に関す

ること(企画調整部南本牧事業推進課の主管に属するものを除く。)。 

(2) 南本牧ふ頭建設事業に係る現場調査及び指導に関すること（企画調整

部南本牧事業推進課の主管に属するものを除く。）。 

  (3) 南本牧ふ頭建設事業に係る用地の管理に関すること（他の部の主管に

属するものを除く。）。 

(4) 南本牧ふ頭建設事業に係る工作物及び施設の維持補修に係る設計及

び施行に関すること（維持保全課の主管に属するものを除く。）。 

(5) 南本牧ふ頭建設事業に係る建設工事用機材の管理に関すること。 

 

維持保全課 
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(1) 土木施設の維持補修に係る設計及び施行に関すること(建設第一課及

び建設第二課の主管に属するものを除く。)。 

(2) 機械設備並びに船舶及び浮さん橋の新設、建造、増設、改修及び維持

補修に係る設計及び施行に関すること。 

(3) 電気設備の新設、増設、改修及び維持補修に係る設計及び施行に関す

ること。 

(4) 上屋その他陸上施設の建築、改修及び維持補修に係る設計及び施行に

関すること。 

(5) 土木施設、機械設備、船舶、浮桟橋、電気設備及び上屋その他陸上施

設の維持補修に係る現場調査、調整及び指導並びに関係諸機関及び諸団

体との連絡調整に関すること。（建設第一課及び建設第二課の主管に属

するものを除く。）。 
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Ⅰ 平成２６年度港湾局予算について 

［平成 26 年度予算編成の考え方］ 
平成 26 年度の港湾局予算は、「横浜経済の活性化と市民生活を豊かにする総合港湾づくり」を基

本目標とし、横浜港を取り巻く環境の変化や課題に対し的確に対応するため、局運営の基本方針 
１．国際競争力のある港 ～国際コンテナ戦略港湾の推進～ 

２．市民が集い、憩う港 

３．安全・安心で環境にやさしい港 

に基づき編成しました。また、26 年度予算は、昨年度に引き続き、国及び本市の経済対策補正を踏

まえ 25 年度 2月補正予算と一体的に編成しました。 
   

１ 国際競争力のある港 ～国際コンテナ戦略港湾の推進～ 
<課題> 

横浜経済はもとより、我が国の貿易を支える役割を担う横浜港は、様々な貨物に的確に対応する

とともに、特に国際海上輸送の中心であるコンテナ貨物については、あらゆる航路で十分な寄港頻

度を確保することが必要です。 

このため、北米航路などの基幹航路に対しては、横浜港に我が国を発着する貨物の集中、国際積

替貨物の獲得を図るとともに、急速に進む船舶の大型化に迅速に対応することが不可欠です。また、

我が国最大の貿易相手国である中国をはじめ、経済成長を続けるアジア諸国との貿易貨物の取扱い

を拡大していくことも重要です。 

<対応・取組> 

横浜港を始めとする京浜港が国際コンテナ戦略港湾に選定されてからまもなく４年が経とうと

しており、総仕上げに向け、船舶・貨物を横浜港に集中させるため、ハード・ソフト両面から総合

的に施策を展開していきます。 

ハード面では、平成 26 年秋の全面供用に向けて、本牧ふ頭 D4 コンテナターミナルの改良工事を

進めます。南本牧ふ頭においては、MC-3 コンテナターミナルの平成 26 年完成を目指すとともに、

隣接する MC-4 コンテナターミナルの岸壁整備を進めます。 

また、横浜港の交通アクセスの向上に向け、南本牧ふ頭連絡臨港道路の整備を進めるとともに、

横浜環状道路の整備を促進します。 

  さらに、将来に向けて新たな物流拠点の形成を図るため、大水深・高規格コンテナターミナルや

ロジスティクス機能を有する新規ふ頭の事業化に向けた検討を行います。 

ソフト面においては、横浜港埠頭株式会社と連携し、国内外での戦略的なポートセールスの展開

や、施設の一体利用の促進など利便性の向上、競争力のある施設貸付料の設定、内航・鉄道利用の

促進も含めた民間事業者の貨物集荷に対する補助制度の効果的な実施に加え、航路の維持拡大に対

する補助制度の創設など、選ばれる港づくりを進めていきます。 

   

２ 市民が集い、憩う港 
<課題> 

賑わいのある港、美しいウォーターフロントは、横浜最大の魅力資源であり、水域の利用要望や

海洋性レクリエーション需要に応えていくため、水際線の開放や水域の活用など、市民が活動しや

すい環境づくりが求められています。また、新たな賑わい創出に向け、水域と水際線緑地、周辺施

設等の連携強化も課題となっています。 

横浜の持続的な成長・発展を図るため、成長エンジンである都心臨海部を再生・活性化する必要

があり、その中心的なプロジェクトとして、山下ふ頭再開発への期待が高まっています。 

横浜港の賑わい創出に欠かせない客船の寄港数は、11 年連続日本一を誇っています。本格的なク

ルーズ時代を迎え、他の港との誘致競争が激化しつつある中、確実に寄港を確保するとともに、大

型客船の寄港集中時における大さん橋の岸壁不足及び超大型客船への対応も課題となっています。 

<対応・取組> 

内港地区の静穏な水域等を横浜港港湾計画においてレクリエーション等活性化水域に位置づけ、

内港地区を中心に、民間事業者等による取組み、海辺を舞台とする各種イベントやレクリエーショ

ン活動を支援していきます。また、ビジターバースや水上交通の社会実験を実施し、水際線を活用
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した回遊性を強化することで、一層の魅力化・賑わい創出を図ります。 

山下ふ頭については、都心臨海部の新たな拠点となることを目指し、大規模な集客施設やインフ

ラ施設を含めた基本計画を策定し、再開発に取り組みます。 

日本を代表するクルーズポートとしての地位をより強固なものにするため、客船ターミナルの利

便性の向上を図るとともに、積極的な誘致活動を展開していきます。あわせて、新港 9号岸壁の改

修による客船の受入機能強化を図ります。さらに、ベイブリッジを通過できない超大型客船の受入

対策を進めていきます。   

 

３ 安全・安心で環境にやさしい港 
<課題> 

横浜港の港湾施設は高度経済成長期に整備したものが多く、経年劣化が進む施設の機能を確保で

きるよう、維持修繕していくことが重要です。さらに、地震・津波等に対する防災・減災対策とし

て、市民の安全を守るとともに物流機能を維持するため、臨海部における防災機能の強化に向けて

取り組んでいかなければなりません。 

また、「環境未来都市」として、低炭素化による「選ばれる港づくり」の取組を推進するために、

温暖化対策やエネルギー利用の効率化等（港のスマート化）を着実に推進していくことが必要です。 

<対応・取組> 

厳しい財政状況を踏まえ、施設の長寿命化を図るため、港湾施設の定期点検を効果的に実施する

とともに、施設の劣化状況や重要度を考慮しながら、計画的な維持修繕に取り組んでいきます。さ

らに、神奈川県が策定する海岸保全基本計画に海岸保全区域を位置づけるなど津波・高潮対策を進

めるとともに、震災時においても港湾機能を維持できるよう、耐震強化岸壁の整備や施設の耐震化

及び臨港道路の液状化防止を推進します。 

また、照明設備のＬＥＤ化や再生可能エネルギーの活用として太陽光発電を導入することにより、

CO2 排出量の削減など“環境にやさしい港”づくりを進めます。加えて、市民生活等から排出され

る廃棄物を長期的かつ安定的に受入れるため、南本牧ふ頭内の新規処分場を引き続き整備していき

ます。 
    

［予算規模］ 
一般会計は 318 億 728 万円で、前年度当初予算と比べ 58 億 6,465 万円の増となりました（前年

度当初予算比 22.6％増）。これは、主に南本牧ふ頭連絡臨港道路整備や国道３５７号本牧出口ラン

プ改良の進捗により事業費が増加したことによるものです。また、26 年度予算と一体で編成した

25 年度 2 月補正予算(26 年度予算の前倒し)を含めると 325 億 2,678 万円となり、前年度当初予算

と比べ 65 億 8,415 万円の増となりました（同 25.4％増）。 

港湾整備事業費会計は 80 億 342 万円で、前年度当初予算に比べ 4 億 6,716 万円の減となりまし

た（同 5.5％減）。これは、一般会計繰出金が減少となったことによるものですが、一方で港湾施設

整備費貸付金や、上屋及び機械設備の維持補修費は増加しています。 

埋立事業会計は 1,454 億 2,314 万円で、前年度当初予算に比べ 1,042 億 3,085 万円の増加となり

ました（同 253.0％増）。これは主に、新しい会計基準の適用による特別損失の計上と企業債償還金

の増によるものです。 
 
    

平成 26 年度港湾局予算総括表  ※表の数値は予算計上額(千円)を四捨五入しているため増減が一致しない場合があります。      

会 計 名 26 年度  25 年度当初予算 増△減 増△減率

一 般 会 計 

318 億 728 万円 259 億 4,262 万円 58 億 6,465 万円 22.6%

<325 億 2,678 万円>
うち 2 月補正 7 億 1,950 万円

― <65 億 8,415 万円> <25.4％>

港湾整備事業費会計 80 億 342 万円 84 億 7,058 万円 △4 億 6,716 万円 △5.5%

埋 立 事 業 会 計 
1,454 億 2,314 万円 411 億 9,228 万円 1,042 億 3,085 万円 253.0%

 （587 億 5,942 万円） （同上） （175 億 6,714 億円） （42.6％）

注 1：一般会計下段の< >は 25 年度 2月補正予算（26年度予算前倒し）を含む額 

注 2：埋立事業会計下段の( )は従来の会計基準を適用した場合の予算額 

2



《中・長期的な展望》  《重点推進施策》　

　　 南本牧ふ頭高規格コンテナターミナル整備

　　 南本牧ふ頭連絡臨港道路整備

　　 本牧ふ頭再整備

 　　大黒ふ頭再整備

　（新）新規ふ頭検討調査

　　 港湾施設整備費貸付金

　　 国際コンテナ戦略港湾推進事業

　 　横浜港の利用促進のための情報収集・分析

　　 強制水先緩和の推進

　（新）日中韓物流フォーラム（仮称）の開催

　　 客船寄港促進事業

　　 外国客船誘致強化事業

  　 新港９号岸壁改修事業

　　 市民と港を結ぶ事業

  　 市民利用施設の管理運営

　　 魅力ある水辺空間の活性化

　 　国際交流の推進

 （３）山下ふ頭の再開発 　（新）山下ふ頭土地利用検討調査

 　　港湾施設等の点検・修繕

 　　上屋修繕

 　　大黒ふ頭整備事業

　　 大黒大橋改良事業

　　 臨港道路改良事業

  　 新港９号岸壁改修事業

　　 港湾建築物耐震対策事業

　　 海岸保全基本計画策定事業

 　　保安対策・水際対策

　（新）横浜港内の太陽光発電の推進

　　 照明設備のＬＥＤ化

　（新）臨港地区エネルギー利用効率化等検討費

　 　グリーン経営認証の取得奨励等

 （４）最終処分場の安定的な確保 　　 南本牧ふ頭第５ブロック最終処分場整備事業

埋立事業会計の健全化 　収支改善に向けた取組

 （３）環境にやさしいみなとづくり

３　安全・安心で
　　環境にやさしい港

 （２）船舶・貨物誘致策の展開

 （１）先進的な港湾施設の整備

 （１）客船寄港促進

 （２）賑わいのあるみなとづくり

 Ⅱ　施策体系

《主な事業》

１　国際競争力のある港

 ～国際コンテナ戦略港湾
　　　　　　　　　の推進～

 （２）震災・津波・危機管理対策

２　市民が集い、憩う港

  　積極的な企業誘致による早期土地処分の推進

 （１）既存施設の維持保全

（新）：26年度新規事業

《基本目標》

横浜経済の活性化と市民生活を豊かにする
新たな総合港湾づくりを目指します
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Ⅲ 重点事業 （新）は 26 年度新規事業、<補正>は 25 年度 2 月補正（26 年度予算前倒し分）を含む事業です。 

 
 

 
 

   

（１）先進的な港湾施設の整備   

     国際コンテナ戦略港湾として競争力強化を図るため、大水深・高規格コンテナターミナルの新

設・改修とともに、臨港道路整備など交通アクセスの向上に取り組みます。 
南本牧ふ頭においては、世界最大級の水深 20ｍ岸壁を有するＭＣ－３コンテナターミナルの

平成 26 年完成に向け、引き続き荷さばき地や上物施設を着実に整備するとともに、ＭＣ－４コ

ンテナターミナルの岸壁整備を進めます。また、背後圏とのアクセス向上に向け首都高速湾岸線

と高架橋で接続する南本牧ふ頭連絡臨港道路の整備を進めます。 
本牧ふ頭では、Ｄ４コンテナターミナルの平成 26 年秋の全面供用に向け、岸壁の改良（大水

深化・耐震強化）などを進めるとともに、ＢＣコンテナターミナルのガントリークレーン更新や

Ｄ１コンテナターミナルのヤード改修に向けた現地調査・設計、CD 突堤間の埋立による機能強

化事業に着手します。また、国道 357 号本牧地区の延伸に伴って改良が必要となる本牧Ａ突堤

の出口ランプについて、国道 357 号と同時に供用できるよう事業を推進します。 
さらに、本年港湾計画に位置付け予定の新規ふ頭について、環境への影響や地質状況など、

事業化に向けた検討、調査を行います。 
   
【主な事業】  注：予算額の下段＜ ＞は 25 年度 2 月補正予算（26 年度予算の前倒し分）を含めたもの 

 ○南本牧ふ頭高規格コンテナターミナル整備               ５６億７，９９１万円 

   ・ ＭＣ－３岸壁整備・荷さばき地整備（国直轄事業）［P.29］      ＜６２億７，９９１万円＞ 

   ・ ＭＣ－３ﾀｰﾐﾅﾙ整備〔電気設備,ｸﾚｰﾝ,建物〕 《港湾整備事業費会計(貸付金)》 ［P.30］  

    ・ ＭＣ－４岸壁整備（国直轄事業）<補正>   ［P.29・32］ 

・ ５－１ブロック地盤改良等       ［P.28］ 

○南本牧ふ頭連絡臨港道路整備                      ７９億２，５８３万円 

   ・ 高架道路整備（国直轄事業）   ［P.29］                 

   ・ 首都高速湾岸線出入口整備  ［P.27］ 

     ［債務負担設定］ ①期間 27・28 年度  限度額 12 億円  ②期間 27・28 年度  限度額 11 億円 

                   ③期間 27 年度  限度額 4.4 億円 

○本牧ふ頭再整備                           ３３億４，７４３万円 

・(新)ＢＣﾀｰﾐﾅﾙ改修〔ｸﾚｰﾝ,ｸﾚｰﾝ制御盤〕 《港湾整備事業費会計(貸付金)》 ［P.30］    

・ Ｄ１ﾀｰﾐﾅﾙ改修〔電気設備,調査・設計〕 《港湾整備事業費会計(貸付金)》 ［P.30］ 

・ Ｄ４ﾀｰﾐﾅﾙ拡張再整備〔ｸﾚｰﾝﾚｰﾙ,舗装〕 《港湾整備事業費会計(貸付金)》 ［P.30］ 

・ Ｄ４岸壁改良 （国直轄事業）              ［P.29］ 

・ 国道３５７号本牧出口ランプ改良 （補助事業・国直轄事業） ［P.27・P.29］ 

     ［債務負担設定］  ①期間 27 年度  限度額 2.3 億円  ②期間 27 年度  限度額 4.7 億円 

・(新)本牧ふ頭ＣＤ間機能強化 《港湾整備事業費会計》  ［P.30］ 

○大黒ふ頭再整備                          ２億３，５８０万円 

    ・(新)Ｔ９ﾀｰﾐﾅﾙ改修〔ｸﾚｰﾝ制御盤〕   《港湾整備事業費会計(貸付金)》   ［P.30］  

(新)新規ふ頭検討調査                           １億 2，０００万円 

    ・ 環境影響調査、地質調査等  ［P.26］  

○港湾施設整備費貸付金《港湾整備事業費会計》【再掲】 ［P.30］     ６０億８，５５０万円 

   ・ 南本牧ふ頭ＭＣ－３ﾀｰﾐﾅﾙ整備 

・ 本牧ふ頭ＢＣﾀｰﾐﾅﾙ改修・Ｄ１ﾀｰﾐﾅﾙ改修・Ｄ４ﾀｰﾐﾅﾙ拡張再整備 

・ 大黒ふ頭Ｔ９ﾀｰﾐﾅﾙ改修 

１ 国際競争力のある港  ～国際コンテナ戦略港湾の推進～  
国際コンテナ戦略港湾として競争力強化を図るため、先進的な港湾施設の整備や

交通アクセスの向上を図るとともに、船舶・貨物誘致策を推進します。 

4



ＭＣ－１ＭＣ－２

[供 用 中]

南本牧大橋
豊浦町

かもめ町

錦町

南本牧ふ頭連絡臨港道路
・高架道路整備 (国直轄事業)

基礎工、橋脚工、上部工

a
a

南本牧ふ頭

ａ-ａ 高架道路断面

第５ブロック
廃棄物処分場

ＭＣ－４

N
 

産業道路

首都高速湾岸線

第２ブロック

廃棄物処分場

ＭＣ－３

ＭＣ-３コンテナターミナル
・ 岸壁整備 （国直轄事業）

舗装工
・ 荷さばき地整備 （国直轄事業）

舗装工
・ ターミナル（上物施設）整備 《港湾整備事業費会計(貸付金)》

電気設備整備、クレーン整備、建物整備

５－１ブロック
地盤改良等

ＭＣ-４コンテナターミナル
・岸壁整備 (国直轄事業)

岸壁本体工、地盤改良

南本牧ふ頭連絡臨港道路
・首都高速湾岸線出入口整備

基礎工、橋脚工、上部工

債務負担設定
①期間 27・28年度 限度額 12億円

床版工、舗装工
②期間 27・28年度 限度額 11億円

道路付属施設工事
③期間 27年度 限度額 4.4億円
(補助･直轄重複区間)道路付属施設工事

Ｅ街区
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Ｄ４ターミナル拡張再整備 

《港湾整備事業費会計（貸付金）》 

ｸﾚｰﾝﾚｰﾙ整備、舗装工 

Ａ５ Ａ７ Ａ６ 

Ｄ５ 

ＢＣ 

国道 357 号 大黒ふ頭 → 

 N 
本牧ふ頭  

大黒ふ頭  

Ｃ３Ｔ９

  

  

 

N 

国道 357 号 

鶴見つばさ橋 

横浜ベイブリッジ 

Ｔ９ターミナル改修 

《港湾整備事業費会計（貸付金）》 
ｸﾚｰﾝ制御盤更新 

Ｃ４

Ｄ４岸壁改良 

（国直轄事業）

Ａ８ 

国道 357 号本牧出口ランプ改良 

（補助事業・国直轄事業） 

債務負担設定 

①期間 27 年度 限度額 2.3 億円 

橋梁製作、上部工 

②期間 27 年度 限度額 4.7 億円 

      橋梁製作、上部工 

本牧ふ頭ＣＤ間機能強化 

《港湾整備事業費会計》 

埋立免許手続、実施設計、 

給水設備移設 

ＢＣターミナル改修 

《港湾整備事業費会計（貸付金）》 

ｸﾚｰﾝ更新、ｸﾚｰﾝ制御盤更新 

新規ふ頭検討調査 

環境影響調査、地質調査等 

Ｄ４ Ｄ１ 

Ｄ１ターミナル改修 

《港湾整備事業費会計（貸付金）》 

電源設備改修、調査・設計 
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（２）船舶・貨物誘致策の展開  

横浜港へ貨物を集中させていくため、引き続き貨物集荷支援策としてアジア地域からの

輸入貨物の増加に対する補助を行うとともに、基幹航路である北米・欧州航路の維持拡大

やアジア地域との航路ネットワークの拡充を目指し、新たな補助を実施します。 

本市と連携し、横浜港埠頭株式会社においても、国際積替貨物や内航等を利用した貨物

集荷に加え、船会社や荷主の個別事情に応じたきめ細かい支援策を実施することで、効果

的に貨物集荷を進めていきます。 

こうした施策を柱に、さらなる横浜港の利用促進に向け、国際海運や貨物の動向などの

情報収集・分析を行いながら、国内外のポートセールスや荷主・船会社等への個別訪問を

積み重ね、利用者ニーズに沿った利便性向上策の展開やロジスティックス機能の強化にも

取り組んでいきます。 
さらに、利用者からの要望が強い強制水先基準の緩和（※1）に関して、26 年２月に国土

交通省に「横浜川崎区の強制水先に関する検討会」が設置されました。横浜港の安全性に

ついて客観的・定量的な観点からの説明を行うとともに、国等との調整を積極的に進め、

対象船舶範囲の緩和に向け取り組んでいきます。 
また、国が開催を予定している日中韓物流会合にあわせ、横浜市が物流フォーラムを実

施し、日中韓の物流関連企業の協力を推進します。 

    

【主な事業】 

○国際コンテナ戦略港湾推進事業 ［P.21］              １億９，３７８万円 

・(新)航路強化補助 

・ アジア輸入貨物増加促進補助 

・ 船会社や荷主に対するポートセールス 

[参考：横浜港埠頭株式会社の貨物集荷支援策] 

・ 国際積替貨物集荷支援策 

・ 内航、鉄道、バージ輸送（※2）を利用した貨物集荷支援策 

・ 個別提案型支援策 

 

○横浜港の利用促進のための情報収集・分析 ［P.25］            ８６８万円 

・ 国内外の船会社や荷主等のニーズの把握 

・ 海外代表を活用した国際海運動向や海外港湾に関する情報の収集・分析 

 

○強制水先緩和の推進 ［P.22］                       ５００万円 

・ 強制水先基準の早期緩和に向けた取組 
 

(新)日中韓物流フォーラム（仮称）の開催 ［P.26］               ６００万円 

・ フォーラムでの意見交換を通じ、民間レベルでの協力関係を推進 
 

 

 

 

 

 
※は P36 用語解説を参照 
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横浜港は、平成 22年 8月に京浜港として国際コンテナ戦略港湾に選定され、国際競争力強化を図

るため、大水深コンテナターミナル（MC-3 など）の整備や、港湾運営会社制度を活用した横浜港埠

頭(株)による一体的なコンテナターミナル運営、貨物集荷策の展開など、ハード・ソフト両面にわ

たる施策を展開してきています。 

 こうした状況の中、国においては、平成 25年 7 月新たに国土交通省副大臣を座長とする「国際コ

ンテナ戦略港湾政策推進委員会」を設置しました。 

5 回にわたる委員会の議論を踏まえ、平成 26 年 1 月、①国際コンテナ戦略港湾への「集貨」、

②産業集積による「創貨」、③「競争力強化」の 3つの施策を柱に掲げた「最終とりまとめ」が公表

されました。 

③「競争力強化」の中では「統合する港湾運営会社の体制のあり方」として、統合した港湾運営

会社への国出資制度の創設が盛り込まれました。 

【コラム１】 国際コンテナ戦略港湾政策の推進について 

外航船が寄港する国内の主要港と地方港との間を、内航船で結び、外貿貨物を効率的に国内輸

送するシステムを、内航フィーダー輸送と呼んでいます。 

横浜港では、約 15 隻の内航コンテナ船が、北海道、東北から中部、阪神に至る多彩な内航フ

ィーダー航路を運航しています。 

主力である北海道・東北地方との貨物量（平成 25 年速報値）は、前年と比較すると、約 4.6%

増と順調に増加しています。 

内航フィーダーを活用し、横浜港に国内貨物をさらに集中させるためには、韓国・釜山港に運

ばれるルートに対する競争力の強化が課題であり、内航船社による船舶大型化によるコスト競争

力強化の取組も進められています。 

 

 

404TEU 型内航大型コンテナ船「さがみ」 

（従来の約 2倍のコンテナ積載量） 

井本商運株式会社所有 

                  北海道・東北航路に平成 25年 11 月就航 

【コラム２】 横浜港の内航航路 
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 （１）客船の寄港促進  

大さん橋国際客船ターミナルの設備増強や昨年度 

から開始した外国客船を対象とするインセンティブ 

制度の継続、ベイブリッジを通過できない超大型客 

船の受入対応などを行います。また、客船の受入機 

能を強化するため、新港９号岸壁の改修（耐震化） 

に向けた調査、設計を行います。 

こうした取組により、客船寄港数をさらに増やし、 

日本を代表するクルーズポートとしての地位をより 

強固なものにしていきます。 
   
 
 

【主な事業】 

○ 客船寄港促進事業    ［P.25］                                    ５，６１５万円 

・国内外の客船の寄港促進等 

○ 外国客船誘致強化事業 ［P.25］                                   ７，５９５万円 

・エックス線手荷物検査装置等の増強、入港諸経費の助成 

・超大型客船の受入対応、本牧ふ頭Ａ突堤での受入検討 

○ 新港９号岸壁改修事業 ［P.27］                                 ７，０００万円 

・調査、測量、基本設計、実施設計 

 

 

 

 

 

 

２ 市民が集い、憩う港  

横浜港の魅力や集客力を高めるため、港の様々な観光資源を有効に活用しな

がら、客船の寄港促進や市民と港を結ぶ事業などに取り組みます。  

 

平成 25 年の横浜港への客船寄港数は 152 隻で 、  11 年連続日本一 

となりました。 

このうち、日本客船（「飛鳥Ⅱ」、「にっぽん丸」、「ぱしふぃっくびいな 

す」）には、主に発着港として利用されています。 

一方で、外国客船は、従来は世界一周クルーズ等での寄港がほとん 

どでしたが、ここ数年、主に日本人を対象にした横浜発着のアジアク 

ルーズの拠点港としての利用が定着してきており、寄港数も増加してい 

ます。 

25 年の「サン・プリンセス」（９回）、「コスタ・ビクトリア」（11 回）等に引き続き、26 年は乗客定員約2,700 人

の「ダイヤモンド・プリンセス」による横浜発着クルーズが 22 回予定されているなど、多くの方々に横浜港を

ご利用いただくことになります。 

【コラム３】外国客船による横浜発着クルーズが増加 

新港 9 号岸壁

大さん橋 ベイブリッジ

本牧ふ頭A 突堤 

山下ふ頭 

新港ふ頭 
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 （２）賑わいのあるみなとづくり  
    

港がより身近な場所となるよう、関係団体と協力しながら、市民向けの横浜港見学会などを 

充実させ、市民への港の理解促進を図ります。 

また、市民利用施設を適切に管理、運営し、魅力アップに取り組みます。 

カヌーやシーカヤック、プレジャーボートなどが利用できるポンツーン（※3）を拡充し、水上

交通等の社会実験を実施するとともに、新たな交通モード（※4）の導入について検討するなど、

レクリエーション等活性化水域を中心とした更なる魅力化・賑わい創出に向け、民間事業者等

と連携しながら取り組みます。 

国際交流については、姉妹港・友好港との交流事業やアジア諸港とのパートナーシップの構

築、国・JICAなどと連携した国際協力を行います。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【主な事業】 

  ○市民と港を結ぶ事業    ［P.25］                   ２，１５４万円 

   ・ 船舶等による港内見学会や出前講座などによる港の理解促進 

○市民利用施設の管理運営  ［P.23］                         １２億２，２６０万円 

・ 日本丸メモリアルパークなど市民利用施設の効率的運営と活用促進 

  ○魅力ある水辺空間の活性化 ［P.26］                        ８００万円 

   ・ ビジターバース、水上交通社会実験 
   ・ 内港地区を中心としたエリアの賑わい方策等検討（新たな交通モードの導入検討等）       

○国際交流の推進      ［P.25・26］                          １，０５３万円 

・ 姉妹港・友好港との交流 

・ 研修生の受入れによる国際協力   

・ 日中韓物流フォーラムの開催【再掲】 

 

 

 

 

新たな商業施設等の開発が進む

新港地区 

 

 

 

 
 

 

   

 

 

 

 
 

 

 

 

赤レンガパーク 

  

 

新
国

万

11-2 街区 
カップヌードルミュージアム 
（平成 23 年 9 月オープン） 

11-2 街区 
アウディみなとみらい 
（平成 25 年 8 月オープン）

16 街区
アニヴェルセルみなとみらい横浜  
 （平成 26 年 2 月オープン） 

11-2 街区
グランドオリエンタルみなとみらい 
（平成 25 年 11 月オープン） 

4 街区
商業施設計画中 
（平成 25 年 7 月事業予定者決定） 
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（３）山下ふ頭の再開発   
    

山下ふ頭が持つ優れた立地特性を活かし、みなとまち

としての魅力を高め、都心臨海部の新しい拠点となる再

開発を推進します。26年度は、外部有識者等による検討

委員会を通じ、大規模で魅力的な集客施設やインフラ施

設を含めた基本計画を策定します。 

また、早期事業化に向けた現況調査等を行います。 

 

 

(新)山下ふ頭土地利用検討調査 ［P.26］                  １，５００万円 

・再開発の基本計画の検討、事業化に向けた調査 

 

 

 

 

 

① 小型プレジャーボートを対象としたビジターバース（一時係留のための浮き桟橋）の運用について、 

22 年度から社会実験を実施しています。利用者の皆 さまから 

ご要望の多かった、水道・電気の提供や夜間係留を開始するな 

ど改良を加えながら、25 年度も象の鼻パーク桟橋、運河パーク 

桟橋を活用した社会実験を実施しました。更なる利用拡大、本 

格運用に向け、今後も取組みます。 
 

 

 

② 昨年１０月、よこはま都心部水上交通実行委員会が実施主体となり、横浜駅周辺地区、みなとみらい 21 

地区、関内・関外地区の水辺空間において、環境に優しい電池推進船（東京海洋大学・らいちょう）を 

使用した水上交通の社会実験を実施しました。 

象の鼻パーク、大岡川の桜桟橋、ぷかりさん橋、みなとみらい 

大橋下の階段護岸を乗降箇所とした社会実験には、市民の皆さ 

まなど、ご応募いただいた 233 名の方にご参加いただきました。 

26 年度も社会実験を実施し、内港地区と河川の連携・回遊性 

強化、周辺の活性化につながる水上交通の早期実現を目指しま 

す。 

 

 

 

 

 

 

【コラム４】水上交通社会実験 
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（１）既存施設の維持保全  

これまで順次整備してきた物流施設や市民利用施設などの港湾施設を引き続き健全な状態

で利用していくとともに、長寿命化を図る観点から、計画的な施設の点検や維持修繕等を実施

します。  
大黒ふ頭においては、引き続きふ頭内道路等の沈下対策を実施します。 

 
【主な事業】 注：予算額の下段＜ ＞は 25 年度 2 月補正予算（26 年度予算の前倒し分）を含めたもの 

○港湾施設等の点検・修繕  ［P.24・P.27・P32］            ７億７，４８４万円 

・岸壁、橋梁等の港湾施設の点検               ＜８億８，４３5 万円＞ 

・大さん橋客船ターミナル補修 <補正> 

・本牧海釣り施設補修 

・大黒ふ頭荷さばき地舗装補修 <補正> 

・横浜みなと博物館エレベーター更新   

・国際交流ゾーン泡消火設備更新 等 

 

○上屋修繕《港湾整備事業費会計》 ［P.30］              ２億６，２６８万円 

・本牧ふ頭Ｂ－８号上屋屋根改修 

・大黒ふ頭Ｔ－８号上屋屋根改修 等 

 

○大黒ふ頭整備事業          ［P.27］              ３億２，２４５万円 

 ・ふ頭内道路等の沈下対策 

 
   

３ 安全・安心で環境にやさしい港     

港湾機能の維持保全を進めるとともに、地震・津波への防災対策を進め、安

全・安心な港づくりを推進します。また、CO2 削減に向けた港のスマート化に取り

組むなど、環境にやさしいみなとづくりも進めます。 
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 （２）震災・津波・危機管理対策  
地震に強い物流拠点としての機能を維持し、災害時においても物流機能の継続性を確保す

るために、緊急輸送路（※5）に指定されている路線について、引き続き、大黒大橋の補修を

実施するとともに、臨港道路の液状化によるマンホール浮上り防止対策を実施します。 
防災機能強化のため、緊急物資輸送用の耐震強化岸壁として位置づけられている新港９号

の改修（耐震化）に向けた調査、設計を行うとともに、港湾建築物の耐震対策を進めます。 
津波対策については、津波と高潮からの被害を防ぐため、海岸事業による海岸保全施設の

整備・改修を今後予定しております。今年度は、海岸保全区域（海岸保全施設を整備する区

域）の指定に向けた測量や調査等を実施し、神奈川県が策定する海岸保全基本計画（※6）に

位置付けます。 
また、国際貿易港に求められるセキュリティ水準を確保するための保安対策や新型インフ

ルエンザ水際対策などに取り組みます。 
 

【主な事業】 
○大黒大橋改良事業        ［P.27］                ４億４，５００万円 

   ・緊急輸送路に指定されている大黒大橋の舗装打替工、本体補修工        

   

○臨港道路改良事業        ［P.27］                 ６，３００万円 

    ・緊急輸送路に指定されている臨港道路のマンホールの浮上り防止対策  

   

○新港 9 号岸壁改修事業【再掲】 ［P.27］                    7，０００万円 

  ・調査、測量、基本設計、実施設計 

   

○港湾建築物耐震対策事業    ［P.24］                    ９，０７０万円 

   ・公共施設の耐震化に向けた設計・工事 

 

○海岸保全基本計画策定事業   ［P.26］                  １，３００万円 

   ・海岸保全区域の指定に向けた測量、調査等   

  

○保安対策・水際対策       [P23]                 ３億５，７２５万円 

・制限区域（※7）の警備 

・新型インフルエンザ水際対策として感染防止用品等の備蓄 
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 （３）環境にやさしいみなとづくり  

横浜市は、23 年 12 月に国から“環境未来都市”として選定され、横浜港においても温

暖化対策として港の低炭素化に取り組んでいるところです。 

節電及びＣＯ２削減対策として、ＬＥＤ照明の導入を引き続き進めるとともに、新たに港

内における再生可能エネルギー活用として太陽光発電を推進します。 

また、ＩＣＴ（情報通信技術）や地域特性に合った再生可能エネルギー等を活用した“横

浜港のエネルギー利用の効率化”について検討し、次世代を見据えた港のスマート化を目

指します。 

横浜港の物流関係事業者との協働により、グリーン経営認証（※8）取得の推進や巡回啓

発活動の実施等、「ＣＯ２・事故・コストの削減」を目的とした「ゆっくり走ろう！横浜港」

の取組を進めます。 

 

【主な事業】 

(新)横浜港内の太陽光発電の推進 ［P.24・30］           １億６，２５０万円 

 ・ふ頭内上屋屋根への太陽光発電パネル設置 《港湾整備事業費会計》 
 ・港務艇への太陽光発電パネル設置 

 

○照明設備のＬＥＤ化 ［P.24］                     １，７２０万円 

   ・国際交流ゾーン(みなとみらい 21 地区)のＬＥＤ化         

                   

(新)臨港地区エネルギー利用効率化等の検討 ［P.26］               ５００万円 

   ・ＩＣＴ（情報通信技術）や再生可能エネルギー等を活用した臨港地区におけるエネ

ルギー利用効率化等について検討  
  

○グリーン経営認証の取得奨励等（「ゆっくり走ろう！横浜港」の推進）［P.21］ ７５万円 

・環境負荷の少ない事業運営(グリーン経営)の取組を行っている事業者が国の公益法人から 
認証を取得する際の費用を助成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 “環境にやさしい横浜港”の実現に向け、照明設備のＬＥＤ化を進めています。 

 25 年度は、みなとみらい２１地区（国際交流ゾーンの一部と臨港パーク）、大黒ふ頭（街

路灯の一部）に導入しました。 

 みなとみらい 21 地区のＬＥＤ化では、ランプの長寿命化と消費電力の大幅削減（約 61％）

が見込まれています。 

 26 年度も、引き続き国際交流 

ゾーン 1 階部分のＬＥＤ化を進 

めます。 

 

【コラム５】横浜港の温暖化対策 

大黒ふ頭

臨港パーク 
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（４）最終処分場の安定的な確保  

市民の安定した生活を支えるため、平成 29 年度の供用開始に向け南本牧ふ頭第５ブロック

に最終処分場を整備します。引き続き、遮水護岸の地盤改良工事や本体工事などを進めます。 

 

【主な事業】 

○南本牧ふ頭第５ブロック最終処分場整備事業 ［P.28］      ８２億７，９６８万円 

・地盤改良工、基礎工、しゅんせつ工 等 

・本体工〔製作・据付 等〕 
（債務負担設定：期間 27 年度 限度額 32 億円） 

 

  

 

 

南本牧ふ頭平面図 

標準断面 第５ブロック処分場の遮水護岸

建設発生土 廃棄物埋立

本体工（製作・据付工 等）

遮水護岸 

地盤改良工

 

土丹層 土丹層 

しゅんせつ工 

基礎工

在来地盤 在来地盤 

不透水性地盤 
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【収支改善に向けた取組】  

全体的な景気は回復しつつありますが、埋立事業会計は引き続き厳しい状況にあります。

そのため、保有している処分予定地の早期売却に向け、積極的な企業誘致活動を行います。

また、収支不足に対しては一般会計からの計画的な支援、処分方針が定まらない街区につい

てはその改善策など、全庁的な調整も含め、取組を進めていきます。 

 

【平成 26 年度の主な取組】  

 ○みなとみらい 21 地区 

中央地区で公募中の街区については、引き続き常時公募を行うとともに、仲介手数料制

度の周知を図り、積極的に企業誘致を行うことで早期売却を目指します。 

（公募街区：43 街区、62 街区） 

   また、新高島駅周辺の貸付中の街区について、貸付期間終了後の処分方針を関係局とと

もに検討します。                （対象街区：53 街区、60・61 街区） 

新港地区４街区については、25 年度に事業予定者を決定しましたので、土地売買契約を

締結します。 

 ○南本牧地区 

E 街区については、最終的な整備を行い、26 年度中に売却できるよう調整を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※新規施設は平成 25 年度以降オープンのもの 

埋立事業会計の健全化 

埋立事業会計では、引き続き、保有している処分予定地の早期売却に向け、積極

的な企業誘致活動と、企業債の着実な償還に取り組みます。 

グランモール公園

臨港 パーク

汽車道

新港地区

赤 レンガパーク

北仲通地区

日本丸 メモリアルパーク

横浜駅

日
大

通 り
駅

ヨコハマポートサイド地区

みなとみらい駅中央地区

桜木町駅

本

駅
道車

馬

大さん橋ふ頭

象の鼻パーク

みなとみらい２１地区 街区状況図

62街区（公募中）

4街区（事業予定者決定）

43街区（公募中）

高島中央公園

みなとみらい大通り（栄本町線）

首都高速横羽線

国際大通り（臨港幹線道路）
新港橋

国際橋

みなとみらい橋

万国橋

北仲橋

11-2街区
アウディみなとみらい

平成25年８月オープン

11-2街区
グランドオリエンタルみなとみらい

平成25年11月オープン

新高島駅

60街区（貸付中）

61街区（貸付中）

53街区（貸付中）

59街区（売却済み）
平成26年7月以降着工予定
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【参考１】 

○新しい会計基準の適用 

  26 年度より、処分予定地の評価に低価法を適用するなど、新しい会計基準が適用されま

すので、処分予定地の評価損等の特別損失を計上します。新しい会計基準のポイントは以下

の通りです。 

   ① 借入資本金（企業債）の負債計上 

   ② 処分予定地の評価基準の改正（低価法の義務付け） 

   ③ 退職給付引当金等の計上の義務化 

   なお、26 年度の予定貸借対照表を、従来の会計基準と新しい会計基準とで比較したもの

が下の図です。 

＜従来の会計基準における貸借対照表＞ ＜新しい会計基準における貸借対照表＞

資産 4,318 負債 1,708 資産 3,455 負債 3,865

資本 2,610 資本 △410

※億円単位で集計していますので、合計額と一致しない場合があります。

処分予定地 739

26年度予定貸借対照表
（単位：億円）

固定資産 2,191 固定負債 1,692 固定資産 2,191
固定負債
（企業債）

（退職給付引当金）

3,573
（1,879）

（3）

①
②

流動負債
（企業債）

292
（276）

流動資産
（繰延資産含む）

527 流動資産 524
自己資本金
借入資本金

剰余金

621
2,155
△166

自己資本金
剰余金

621
△1,031

処分予定地 1,600 流動負債 16

③

【参考２】            26 年度予算（支出） 

（単位：億円） 

科目 25 年度 26 年度 増△減 増減の主な内容 

収益的支出 44 975 931  

完成土地費用 44 975 931  

 営業費用 7 10 3 土地売却原価の増 

 営業外費用 37 36 △1 公債諸費の減 

 特別損失 0 929 929 処分予定地の評価損、退職給付引当金の計上等

資本的支出 368 478 110  

資本的支出 368 478 110  

 埋立事業費 63 87 24 南本牧地区埋立事業費の増等 

 企業債償還金 304 391 87 償還予定の企業債の増 

合計 412 1,454 1,042  

 ※億円単位で集計していますので、合計額と一致しない場合があります。 

 ※上の表は埋立事業会計の予算について、現金支出を伴わないものも含めて、支出面のみに着目して集計したものです。 
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資料１ 港勢 

 

横浜港の平成 25 年の入港船舶隻数、総トン数は、前年とほぼ同じ水準となっています。 

取扱貨物量は、前年比 1.8％減、コンテナ取扱個数は、前年比 5.4％減となっていますが、堅調

な北米経済を背景に、アメリカ向けの完成自動車が好調なほか、9 月以降、中国向けの自動車関連

貨物が回復に転じるなど、明るい兆しも見られています。 

 

◇平成 25 年横浜港港勢     

【資料元】横浜港統計速報、横浜港貿易速報（横浜税関） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主   要   指   標 実     績 前年比 

取 扱 貨 物 量 

貨物量合計（トン） 1 億 1,917 万トン 98.2％ 

外 国 貿 易 貨 物 7,441 万トン 95.5％ 

うちコンテナ貨物 3,952 万トン 94.5％ 

内 国 貿 易 貨 物 4,476 万トン 102.9％ 

うちコンテナ貨物 253 万トン 98.1％ 

コ ン テ ナ 個 数 289 万個（ＴＥＵ） 94.6％ 

外貿コンテナ個数 259 万個（ＴＥＵ） 94.8％ 

内貿コンテナ個数 30 万個（ＴＥＵ） 93.3％ 

入 港 船 舶 
隻       数 37,706 隻 101.8％ 

総 ト ン 数 2 億 7,141 万総トン 99.1％ 

貿 易 額 

合 計 10 兆 9,223 億円 104.6％ 

輸 出 額 6 兆 7,498 億円 99.6％ 

輸 入 額 4 兆 1,725 億円 113.8％ 
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資料４ 用語解説 
  

   

（※１）強制水先基準の緩和 

横浜港（根岸湾を除く）は水先法（施行令）により、総トン数３千トン以上の船舶（危険物積載船は３

百トン以上）について、水先人を必ず乗り込ませなければならないとされているが、この強制水先基準を、

東京港などの主要港と同様に、総トン数１万トン以上の船舶に緩和すること。 

 

 

（※２）バージ輸送 

コンテナバージ（コンテナ専用のはしけ）を使用し、輸送すること。東京湾内を航行することができ、

一度にトラック80台以上に匹敵する大量の海上コンテナを輸送できるため、CO2排出量の大幅な削減（平

成24年度削減率：約86％）につながるとともに、港周辺の混雑の軽減を図ることが可能。 

 

 （イメージ図）  

 

 

  

 

 

 

 

 

（※３）ポンツーン 

浮桟橋のこと。 

   

（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※４）交通モード 

  交通機関や交通手段のこと。電車、バス、徒歩などを交通モードという。 

 

 

（※５）緊急輸送路 

災害応急対策の実施に必要な物資、資機材、要員等を輸送する緊急車両が通行する道路。 

36



 

（※６）海岸保全基本計画 

海岸法にもとづき都道府県が定める計画で、自然的特性や社会的特性を踏まえた沿岸の長期的な在り方

と海岸の防護・環境・利用に関する取組み、及び津波防護施設などの海岸保全施設の整備についての基本

的な事項を定めるもの。 

 

 

（※７）制限区域 

SOLAS条約（海上における人命の安全のための国際条約）に基づき、人又は車両が正当な理由なく立ち入

ることを防止する等のために、施設の管理者が決定する区域。 

 

 

（※８）グリーン経営認証 

交通エコロジー・モビリティ財団（国土交通省認可の公益法人）が、環境負荷の少ない事業運営の取

組を行っている事業者に対して認定。 
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★基本目標等を具体化する、主な事業・取組は、次項をご覧ください。 

平成２６年度 港湾局 運営方針 

横浜経済の活性化と市民生活を豊かにする 

総合港湾づくりを目指します。 
 

 
２  目標達成に向けた施策 

３  目標達成に向けた組織運営 

１ 基本目標 

①  国際競争力のある港 

「国際コンテナ戦略港湾」として競争力強化を図るため、先進的な港湾施設の整備や交通アクセスの向上を図 

るとともに、船舶・貨物誘致施策の実施や効率的な港湾運営を推進します。 

② 市民が集い、憩う港 

横浜港の魅力や集客力を高めるため、港の様々な観光資源を有効に活用しながら、客船の寄港促進や市民と

港を結ぶ事業などに取り組みます。 

③ 安全・安心で環境にやさしい港 

港湾機能の維持保全を進めるとともに、地震・津波への防災対策を進め、安全・安心な港づくりを推進します。 

また、CO2 削減に向けた港のスマート化に取り組むなど、環境にやさしいみなとづくりも進めます。 

 

      【チーム力アップ】 

 

・全課の垣根を越えた職員間や職場間の

コミュニケーションを大切にすることで、局内

一丸となった協力体制を推進し、チーム力

を最大限に発揮していきます。 

・職員が明るく元気でいきいきと働ける職場

環境づくりとあわせて、ワークライフバランス

を推進していきます。 

【関係者や市民と連携したみなとづくり】
 

・港湾や海運に関する最新動向の把握やユーザー

企業の声を施策に反映し、使いやすいみなとづく

りを進めます。 

・港の情報発信を強化するとともに、港関係者や

市民との連携・協働を通じて、横浜港の国際競

争力強化や港への親しみの醸成を推進します。 

     【人財育成の推進】 

 

・ＯＪＴや局内研修を通じて、職員ひとりひとりの

能力や意欲を高めながら、業務知識の習得・

技術の伝承に努め、港湾行政を担う職員を

育成します。 

 ・事故・事務処理ミスなどを防ぐため、所管業務 

  の点検を行い、適正・適切に職務を執行しま 

す。 



 
横浜港の概ね 10 年後の港湾整備のマスタープランである港

湾計画を改訂します。今年度は、港湾関係者や学識経験者
からの意見やパブリックコメントの結果を受け、法定手続きなど
を進めます。 
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 南本牧ふ頭高規格コンテナターミナルの整備 

・MC-3 岸壁（-20m 耐震強化）整備の促進 
・MC-3 コンテナターミナル整備の促進 
・MC-4 岸壁（-20m 耐震強化）整備の促進 
・5－1 ブロック地盤改良等 

 

 南本牧ふ頭連絡臨港道路の整備  

･高架道路整備の促進 
・首都高速湾岸線出入口整備の促進   

先先進進的的なな港港湾湾施施設設のの整整備備  

① 国際競争力のある港 

平成 26 年度 港湾局の主な事業・取組 

新規ふ頭 

 国際コンテナ戦略港湾推進事業 

・貨物集荷策の展開 

・船会社や荷主に対するポートセールスの展開 

・コンテナラウンドユースの促進など、利便性向上策の実施 

・横浜港埠頭株式会社と連携した国際競争力の強化 

船船舶舶・・貨貨物物誘誘致致施施策策のの展展開開   横浜港の利用促進のための情報収集・分析 

・海外代表などを活用した国際海運動向に関する 

情報の収集・分析 

 強制水先基準の見直し 

・強制水先基準の早期緩和の実現 

 日中韓物流フォーラム（仮称）の開催 

・フォーラムでの意見交換を通じ、民間レベルでの 

協力関係を推進 

 

 

 本牧ふ頭の再整備 
・D1 ターミナル改修（電源設備改修、調査・設計） 
・D4 岸壁改良（耐震強化等） 
・D4 ターミナル拡張再整備（クレーンレール整備等） 
・BC ターミナル改修（クレーン・クレーン制御盤更新） 

   ・本牧ふ頭 CD 間機能強化 
・国道 357 号本牧出口ランプ改良 

 
 新規ふ頭検討調査  

・環境影響調査、地質調査等 

 

 大黒ふ頭の再整備  
・Ｔ9 ターミナル改修（クレーン制御盤更新） 

 

MC-3 ターミナル整備

≪南本牧ふ頭連絡臨港道路整備事業≫ 

首都高速湾岸線出入口整備 

≪南本牧ふ頭連絡臨港道路整備事業≫

高架道路整備 

5-1 ブロック地盤改良等 

MC-4 岸壁整備 

首都高速湾岸線 

南本牧大橋 

MC-１ MC-２ 

MC-３ MC－４

D4 岸壁改良 

国道 357 号出口ランプ改良 

本牧ふ頭 CD 間機能強化 

D4 ターミナル拡張再整備 

BC ターミナル改修 

D1 ターミナル改修 

【南本牧ふ頭の整備】 
【本牧ふ頭の整備】 

横浜港港湾計画の改訂 

MC-3 岸壁整備 
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★その他の事業・取組については、26 年度横浜市港湾局予算概要をご覧ください。 
http://www.city.yokohama.lg.jp/kowan/basicinfo/kessan/yosan-gaiyou.html 

 客船寄港促進事業 

・国内外の客船の寄港促進等 

 外国客船誘致強化事業 

・エックス線手荷物検査装置等の増強、入港諸経費の助成 

・超大型客船の受入対応、本牧ふ頭 A 突堤での受入検討 

 新港９号岸壁改修事業 

・調査、測量、基本設計、実施設計 

 南本牧ふ頭第５ブロック最終処分場整備事業 
・遮水護岸等の整備の推進 

最最終終処処分分場場のの安安定定的的なな確確保保  

震震災災・・津津波波・・危危機機管管理理対対策策  

 大黒大橋改良事業 

・緊急輸送路に指定されている大黒大橋の改良 

 臨港道路改良事業 

・緊急輸送路の液状化による、マンホール浮き上がり防止対策

 港湾建築物耐震対策事業 

・公共施設の耐震化工事 

 海岸保全基本計画策定事業 

・海岸保全区域の指定に向けた測量、調査等 

 SOLAS（制限区域）保安対策 

・SOLAS 条約に基づく制限区域の警備、監視及び巡視 

 感染症対策 

・新型インフルエンザ等の水際対策 

② 市民が集い、憩う港 

③ 安全・安心で環境にやさしい港 

客客船船のの寄寄港港促促進進  

既既存存施施設設のの維維持持保保全全  

 港湾施設等の点検・修繕 

・物流施設や市民利用施設の点検維持修繕等 

・大さん橋客船ターミナル補修 

・ふ頭内道路等の沈下対策（大黒ふ頭） 

・本牧海釣り施設補修 

・汽車道ボードウォ－ク補修 等 

 

環環境境ににややささししいいみみななととづづくくりり  

 横浜港内の太陽光発電の推進 
・ふ頭内上屋屋根への太陽光発電パネル設置 
・港務艇への太陽光発電パネル設置 

 照明設備の LED 化 
・国際交流ゾーン（みなとみらい２１地区）の LED 化 

 臨港地区エネルギー利用効率化等の検討 
・ICT（情報通信技術）や再生可能エネルギー等を 
活用した臨港地区におけるエネルギー利用効率 
化等について検討 

 港湾物流における環境への対策 
・「ゆっくり走ろう！横浜港」の推進 

 市民との協働による海と港の美化活動 
・ボランティアとの協働による山下公園前面での 
海底清掃 

・周辺自治会、港湾関係者等との協働による清掃 
活動 

 市民と港を結ぶ事業 

・船舶等での港内見学会等による港の理解促進 

 市民利用施設の管理運営 

・日本丸メモリアルパークなど市民利用施設の効率 

的運営と活用促進 

 魅力ある水辺空間の活性化 

・ビジターバース、水上交通社会実験 

・内港地区を中心としたエリアの賑わい方策等検討 

（新たな交通モードの導入検討等） 

 国際交流の推進 

・姉妹港・友好港等との交流 

・研修生の受入れによる国際協力 

・タイ港湾庁とのパートナーシップに関する覚書締結 

 みなとみらい２１地区のまちづくりの推進 

・保有地の常時公募による売却促進 

賑賑わわいいののああるるみみななととづづくくりり  

 山下ふ頭土地利用検討調査 

・再開発の基本計画策定、事業化に向けた調査 

山山下下ふふ頭頭のの再再開開発発  

 




